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図表一覧

Ⅰ／ 1　働くことと法のネットワーク

▼ 図表 1：給与明細書の例� p.4

▼ 図表 A：労働法� p.4（→巻末）

▼ 図表 B：労働市場� p.5（→巻末）

労組法

労働法

憲法

労働組合

労働者 使用者
（会社など）

就業規則

働く環境

労災
労災保険法

労安衛法

労契法
労基法
均等法
最賃法
民法
etc.

労働契約

労働関係

労働協約

団体交渉
争議行為

労働市場

個人
会社
個人事業主
職業紹介・
求人メディア等

支給 時間給 時間外手当
54000 0

訪問回数手当 身体回数手当 処遇改善手当 資格手当 支給合計
8100 12000 6870 1960 82930

勤怠 所定内時間数 所定外時間数 訪問回数 身体回数
45 45 40

控除 健康保険料 厚生年金保険料 雇用保険料 介護保険料
0 0 0 0

所得税 住民税 法定控除合計
0 0 0

振込額
82930
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▼ 図表 C：労働関係と社会保険・税金� p.6（→巻末）

▼ 図表 D：働く人をサポートする労働保険と社会保険� p.6（→巻末）
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Ⅱ／ 3　派遣で働く

▼ 図表 2：三者間労働関係� p.24

Ⅱ／ 6　国際的に働く

▼ 図表 3：在留資格別外国人労働者の割合� p.45

労働者供給契約

労働者

供給元 供給先

　※　労働者派遣を含まない

指揮命令関係
または労働契約

●　労働者供給

労働契約または
事実上の支配

出向協定

出向元 出向先

労働者

出向労働関係
労働契約

●　出向

業務請負契約

注文者請負事業主

労働者

労働契約

●　業務処理請負●　労働者派遣
労働者派遣契約

派遣元 派遣先

労働者

労働契約
指揮命令関係

●　職業紹介
求人申込み

紹介者 求人者

求職者

労働契約
求職
申込み

あっせん

外国人労働者数
2,048,675 人

身分に基づく在留資格／ 615,934 人／ 30.1％
専門的・技術的分野の在留資格／ 595,904 人
／ 29.1％
技能実習／ 412,501 人／ 20.1％
資格外活動／ 352,581 人／ 17.2％
特定活動／ 71,676 人／ 3.5％
不明／ 79 人／ 0.0％

『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（令和 5 年 10 月末時点）」　　をもとに作成。
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Ⅱ／ 8　公務員として働く

▼ 図表 4：公務員に対する労働法規の適用状況� p.51

Ⅲ／ 1　さまざまなルール─労働条件の決まり方

▼ 図表 5� p.65

▼ 図表 6� p.66

c

▼ 図表 7� p.68

非現業非現業

地方公務員

警察・消防職員警察職員等

国家公務員 地方公務員

労働基準法／労安衛法

団結権

団体交渉権

協約締結権

争議権

×

×

×

×

○

△
×

×

○
（一部除く）

×
（一般職職員勤務時間等法・

人事院規則 10-4）

○
（一部除く）

○

△
×

×

国家公務員

現業
（特定地方独立行政法人

職員等）

現業
（行政執行法人

職員）

○

○

○

×

○

労災保険法

労働契約法

男女雇用機会均等法

パート有期法

労働組合法

×（国家公務員災害補償法，地方公務員災害補償法）（一部除く）

×

×

△　（ハラスメント規定適用あり）

×

×

○　（一部除く）

最低賃金法 × ○
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労働契約

を
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使用者 労働者
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労働契約

労契法 7条（合理性＋周知）

見てないよ…

就業規則

労働契約

労契法 10条（合理性＋周知）
変更前

変更後

不利益変更反対！
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▼ 図表 8� p.70

Ⅲ／ 5　仕事の時間

▼ 図表 9� p.153

▼ 図表 10� p.155

2500 円／時

就業規則

2000 円／時1500 円／時

タクシー・
ハイヤー運転手

1 日／ 1 か月の
拘束時間

原則 13 時間以内／ 288 時間以内（日勤）

1 日の休息時間 継続 11 時間以上付与努力が基本。
継続 9 時間を下回らない。

トラック運転手 1 日／ 1 か月の
拘束時間

原則 13 時間以内／ 284 時間以内

1 日の休息時間 継続 11 時間以上付与努力が基本。
継続 9 時間を下回らない。

連続運転時間 4 時間以内

バス運転手 1 日／ 1 か月の
拘束時間

原則 13 時間以内／ 281 時間以内

1 日の休息時間 継続 11 時間以上付与努力が基本。
継続 9 時間を下回らない。

連続運転時間 4 時間以内

1 年間＝12 か月

法定労働時間
✓　1 日 8 時間
✓　週 40 時間

法律による上限
（原則）：限度時間
✓　月 45 時間
✓　年 360 時間

法律による上限
（特別条項／年6か月まで）：
　　　 絶対的上限規制
✓　年 720 時間
✓　複数月平均 80 時間＊
✓　月 100 時間未満＊

＊休日労働を含む

「時間外労働の上限規制 わかりやすい解説」　　をもとに作成。



働く世界のしくみとルール――労働法入門

6

図表一覧

Ⅲ／ 6　仕事をしない時間

▼ 図表 11：年次有給休暇の付与日数� p.178

▼ 図表 12：子どもができてからの両立支援制度� p.184

勤続勤務年数（年） 0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 以上

付与日数（日） 10 11 12 14 16 18 20

（1）通常の労働者の付与日数

週所定
労働日数

1 年間の
所定労働日数※

継続勤務年数（年）

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5
6.5
以上

付
与
日
数

（日）

4 日 169 日～ 216 日 7 8 9 10 12 13 15

3 日 121 日～ 168 日 5 6 6 8 9 10 11

2 日 73 日～ 120 日 3 4 4 5 6 6 7

1 日 48 日～ 72 日 1 2 2 2 3 3 3

※週以外の期間によって労働日数が定められている場合

（2）週所定労働日数が 4 日以下かつ週所定労働時間が 30 時間未満の
　　労働者の付与日数

3歳2歳1歳
6か月1歳 就学産後

8週間
出産

（予定）日
産前

6週間
妊娠
判明

母性健康管理措置
育児目的休暇

始業時刻の変更等またはそれに準ずる措置

育児時間
（1 日 2 回 各 30 分以上）

産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

坑内業務・危険有害業務の
就業制限

軽易業務への転換

妊婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

坑内業務・危険有害業務の
就業制限

産前休業

産後休業

育児休業
または
それに準ずる措置

育児休業（一定の場合，最長 2 歳まで取得可）

出生時育児休業
（産後パパ育休）

所定労働時間の短縮措置等
所定外労働の制限
または
それに準ずる措置

子の看護休暇
時間外労働（残業制限）・深夜業の制限

所定労働時間の短縮
または
それに準ずる措置

所定外労働の制限（残業免除）

労基法上の制度
均等法上の制度
育介法上の制度
育介法上の努力義務

「仕事と育児の両立支援制度
の概要等」　　をもとに作成。

「年次有給休暇の付与日数は法律で決まっています」　　より。
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Ⅲ／ 7　安全に健康に働く

▼ 図表 13：通勤の範囲� p.206

Ⅲ／ 8　変更される／処分を受ける

▼ 図表 14� p.219

▼ 図表 15：合併� p.228

▼ 図表 16：事業譲渡� p.229

職能資格 職位
9 参事 1 部長
8 参事 2 次長
7 参事 3 課長
6 主事 1 課長補佐
5 主事 2 係長
4 主事 3 主任
3 社員 1
2 社員 2
1 社員 3

事業

中断
×

逸脱
×

住居就業の場所

×

○

×

×

日常生活上必要な行為であって
厚生労働省令で定めるもの（中断）

×

日常生活上必要な行為であって
厚生労働省令で定めるもの（逸脱）

×

住居就業の場所

×

○

×

○

通勤として認められるもの○
通勤として認められないもの×

※ 就業の場所から他の就業の場所への
 移動， 赴任先住居と帰省先住居との間
 の移動の場合も同様。

「労災保険給付の概要」　　をもとに作成。



働く世界のしくみとルール――労働法入門

8

図表一覧

▼ 図表 17：会社分割� p.230

▼ 図表 18：労働契約の承継� p.230

分割契約

①吸収分割

分割計画

②新設分割

労働者 A

従事している 従事していない

あり なし あり なし

分割契約等に承継させる旨があるか 分割契約等に承継させる旨があるか

承継する業務（小売部門）に主として従事しているか

Q社に承継
・事前の通知あり
・会社は，Aの異議の
　申出に応じる義務は
　ない

不承継（P社に残る）
・事前の通知あり
・Aが異議の申出をす

　るとQ社に承継

Q社に承継
・事前の通知あり
・Aが異議の申出をす

　ると不承継

不承継（P社に残る）
・事前の通知なし
・会社は，Aの異議の
　申出に応じる義務は
　ない

例：製造部門と小売部門を経営
しているP社が小売部門を分割
してQ社に承継させる場合

※ 労働者Aと分割会社（P社）との労働条件は，そのまま承継会社等に承継されることになります。

「労働契約承継法 Q＆A」　　をもとに作成。
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